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問 

⑴　
本
市
に
は
私
鉄
が
3
社
あ

る
が
、
鉄
道
部
門
に
お
け
る
固

定
資
産
税
は
ど
の
よ
う
に
課
税

さ
れ
て
い
る
の
か
。

⑵　
鉄
道
運
賃
は
消
費
税
が
含

ま
れ
た
金
額
で
あ
る
が
、
本
市

に
は
ど
れ
く
ら
い
市
税
と
し
て

入
っ
て
く
る
の
か
。

⑶　
線
路
以
外
の
土
地
に
対
し

て
、
市
は
ど
の
よ
う
に
課
税
し

て
い
る
の
か
。

⑷
①　
駅
ホ
ー
ム
で
の
転
落
防

止
対
策
を
実
施
す
る
場
合
、
市

税
負
担
を
す
る
の
か
。

⑷
②　

現
在
の
近
鉄
弥
富
駅

は
、
電
車
の
停
車
位
置
の
ホ
ー

ム
の
下
が
コ
ン
ク
リ
ー
ト
板
に

よ
り
塞
が
れ
て
い
る
た
め
、
転

落
し
た
場
合
、
避
難
で
き
な
い

構
造
と
な
っ
て
い
る
。

　
転
落
防
止
対
策
を
実
施
す
る

べ
き
で
は
な
い
か
。

  

答 

総
務
部
長

⑴　

車
両
等
に
つ
い
て
は
、
固

定
資
産
税
の
償
却
資
産
に
あ
た

り
、
地
方
税
法
第
389
条
第
1
項

の
規
定
に
基
づ
い
て
、
そ
の
車

両
が
賦
課
期
日
現
在
に
走
行
す

べ
き
路
線
の
所
在
す
る
市
町
村

に
お
け
る
軌
道
の
単
線
換
算
キ

ロ
数
や
走
行
キ
ロ
数
に
よ
っ
て

税
額
が
案
分
さ
れ
る
。

　

そ
れ
が
各
市
町
村
に
、
総
務

大
臣
配
分
と
し
て
金
額
が
通
知

さ
れ
る
。
通
知
後
、
各
鉄
道
事

業
者
が
市
内
に
所
有
す
る
鉄
軌

道
の
土
地
、
駅
舎
の
建
物
な
ど

の
税
額
と
、
通
知
が
あ
っ
た
配

分
金
額
を
納
税
通
知
書
で
各
鉄

道
事
業
者
に
送
付
し
て
課
税
を

行
っ
て
い
る
。

⑵　

法
人
の
場
合
、
消
費
税
は

事
業
所
の
本
店
の
所
在
地
で
申

告
し
、
納
め
て
い
た
だ
く
都
道

府
県
税
で
あ
る
。

　

地
方
消
費
税
は
、
都
道
府
県

の
消
費
に
関
連
し
た
基
準
に
よ

り
清
算
し
、
市
町
村
の
人
口
や

従
業
員
数
で
案
分
し
地
方
消
費

税
交
付
金
と
し
て
交
付
さ
れ

る
。

　

よ
っ
て
鉄
道
会
社
の
納
め
た

消
費
税
が
ど
れ
だ
け
地
方
消
費

税
交
付
金
と
し
て
交
付
さ
れ
た

か
は
、
複
雑
な
計
算
に
よ
る

の
で
算
出
で
き
な
い
が
、
全

国
の
消
費
税
の
総
額
で
計
算

し
て
、
本
市
は
、
こ
こ
数
年
、

4
億
4
千
万
円
程
度
で
推
移
し

て
い
る
。

⑶　

例
え
ば
、
線
路
外
で
あ
る

駐
車
場
の
固
定
資
産
税
は
、
土

地
の
現
況
に
応
じ
て
課
税
し
て

お
り
、
駐
車
場
で
あ
れ
ば
雑
種

地
と
い
う
こ
と
で
、
鉄
道
事
業

市
内
鉄
道
会
社
の
固
定

資
産
税
の
課
税
状
況
は
？

者
に
課
税
し
て
い
る
。

  

答 

開
発
部
長

⑷
①　

高
齢
者
、
障
害
者
等
の

移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関

す
る
法
律（
バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
）

に
基
づ
く
移
動
等
円
滑
化
の
促

進
に
関
す
る
基
本
方
針
に
お
い

て
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
鉄

道
事
業
者
に
よ
る
三
位
一
体
の

取
り
組
み
が
必
要
不
可
欠
と

な
っ
て
い
る
。

　

国
は
鉄
道
を
利
用
す
る
地
域

住
民
の
福
祉
の
増
進
を
図
る
観

点
か
ら
、
鉄
道
事
業
者
の
設
備

投
資
に
地
方
公
共
団
体
に
お
い

て
も
負
担
金
の
支
援
を
求
め
る

よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
国
、
地

方
自
治
体
、
鉄
道
事
業
者
が
そ

れ
ぞ
れ
費
用
負
担
を
す
る
必
要

が
あ
る
。

  

答 

市
長

⑷
②　

三
重
県
四
日
市
市
に
あ

る
近
鉄
の
事
業
所
に
転
落
防
止

対
策
に
つ
い
て
お
話
を
さ
せ
て

い
た
だ
い
た
。

　

現
在
、
近
鉄
が
軌
道
を
走
る

電
車
の
種
類
が
非
常
に
幅
広
く

あ
り
、
ド
ア
の
位
置
が
そ
れ
ぞ

れ
異
な
る
こ
と
か
ら
、
大
阪
か

ら
名
古
屋
ま
で
の
全
て
の
駅
に

お
け
る
具
体
的
な
予
算
化
、
計

画
を
進
め
る
こ
と
は
現
在
考
え

無
所
属
ク
ラ
ブ 
大
原 　

功 

議
員

て
い
な
い
と
の
こ
と
だ
っ
た
。

　

し
か
し
、
安
全
対
策
に
つ
い

て
は
、
構
内
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
に

よ
り
、
講
じ
て
い
き
た
い
と
の

こ
と
だ
っ
た
。

  

問 

⑸　
大
規
模
農
家
の
固
定
資
産

税
の
滞
納
件
数
を
尋
ね
る
。

⑹　
市
税
の
滞
納
金
額
は
、
累

積
で
幾
ら
か
。

  

答 

総
務
部
長

⑸　

大
規
模
農
家
と
い
う
特
段

の
規
定
が
な
い
の
で
、
今
回
、

耕
作
面
積
10
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上

の
方
に
つ
い
て
調
査
し
た
が
、

固
定
資
産
税
を
滞
納
し
て
い
る

方
は
い
な
か
っ
た
。

⑹　

26
年
の
10
月
末
現
在
で
、

普
通
税
で
あ
る
市
民
税
、
固
定

資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、
法
人

市
民
税
、
こ
の
4
つ
の
5
年
間

の
合
計
が
2
億
6
千
976
万
2
千

297
円
で
あ
る
。

　

国
民
健
康
保
険
税
は
、
５
年

間
の
合
計
で
３
億
１
千
５
万

８
千
850
円
で
あ
る
。

地
方
税
法
に
基
づ
き

課
税
を
行
っ
て
い
る

大
規
模
農
家
の
固
定
資
産
税
の

滞
納
件
数
は
ど
の
程
度
か
？




